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 なお、本論文における副次的な目的として、日本の ODA データの「漏れ」を把握する






における国際化関連事業費の合計額は 260 億円から 390 億円、同じく国際協力事業費の合







第 1 章 はじめに 










































































資料 1 平成 20 年度 国際化関連事業一覧・・・74 
資料 2 第 6 章での回帰分析に用いた変数の説明・・・78 






























                                                 
 
 なお、副次的な目的として、日本の ODA データの「漏れ」を把握するという狙いがあ
る。日本の ODA データは OECD/DAC の基準により国際的に公開されているが、そこに
含まれるのは日本政府が実施している事業のみである。しかしながら、地方自治体におい
て実施されている国際協力事業は ODA と極めて近い性格の事業であり、それらは日本に
























































 第 4 章では群馬県の「国際協力事業」に着目する。この事業は、日本の ODA（技術協
力）と非常に近い性格のものである。事業の全体像や傾向を明確にすることで、自治体が
あえて国際協力事業を行う目的や、それを踏まえた評価基準の構築について考える。 










 第 7 章では、特に「国際協力事業」に着目し、第 6 章と同様の分析手法で、事業規模の
決定要因を探っていく。 







                                                 




























3 『ぐんまの国際化の現状』の作成は平成 6 年度から始まっているが、平成 5 年度には『群馬の国際交
流』という名前で同様の資料が作成されている。 




図表 3-1：国際化関連事業一覧の形式（平成 20 年度版より引用して作成） 
 
H20 年度実績 
担当部局 担当課 事業名 
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化を推進すべき背景として、次のような 2 点が挙げられている。 














5 群馬県における国際化施策推進の基本方針。このプランは平成 7 年度版の『ぐんまの国際化の現状』






















































図表 3-3 である。「県外（国外）との関係強化」と「県内の国際化推進」という 2 本の柱
があり、その根底には「人材育成」という目的が存在している、という構図である8。 














































































          事業展開
県、市町村の組織強化と 














  事業：外国人にも 
     住みやすい地域づくり 
目的：県外（国外）との関係強化
  事業：世界の平和と繁栄に協力 


























  事業費 事業数 事業費 事業数 事業費 事業数 事業費 事業数 事業費 事業数 事業費 事業数 事業費 事業数 
1993 175,645 28 9,676 5 106,533 22 62,363 9 5,366 2 29,926 17 389,509 83 
1994 144,165 29 160,188 13 266,092 31 58,649 10 139,236 10 1,466 2 769,796 95 
1995 229,428 30 167,289 8 242,435 26 59,299 10 145,339 9 23,400 7 867,190 90 
1996 244,716 34 143,475 12 341,807 35 113,431 16 143,863 9 19,095 7 1,006,387 113 
1997 251,058 33 142,481 10 287,318 30 67,872 16 167,640 10 16,055 5 932,423 104 
1998 244,864 31 131,452 9 450,176 28 86,162 15 161,579 9 3,853 1 1,078,086 93 
1999 218,282 30 271,867 7 253,154 26 92,704 16 154,878 7 2,210 1 993,095 87 
2000 217,543 26 37,965 6 190,868 27 89,253 11 51,775 7 0 0 587,404 77 
2001 213,938 32 46,236 6 197,745 26 74,198 10 22,819 6 1,834 1 556,770 81 
2002 207,383 37 58,274 7 179,382 24 71,295 14 74,001 7 2,863 1 593,198 90 
2003 189,997 37 46,101 4 135,270 12 58,289 16 90,027 7 0 0 519,684 76 
2004 53,376 33 42,410 6 137,744 17 43,630 27 106,362 7 0 0 383,522 90 
2005 143,934 29 41,172 17 193,688 20 38,782 20 120,338 7 0 0 537,914 93 
2006 116,707 21 76,094 13 120,640 18 33,637 17 122,097 7 0 0 469,175 76 
2007 125,156 18 25,447 15 142,632 21 36,002 14 124,177 8 0 0 453,414 76 
2008 133,386 19 15,156 19 81,801 23 31,082 11 100,067 5 0 0 361,492 77 
2009 119,685 14 14,146 14 57,896 18 23,618 10 106,641 6 0 0 321,986 62 








 先ほどの図表 3-4 をもとに、事業費の推移をグラフにしたものが図表 3-5 である。国際
化関連事業費は 1998 年がピークになっており、2000 年代に入ると事業費は急激に落ち込
んでいる。長引く地方の財政難により、国際化関連事業の予算にもその影響が及んでいる
という現状が読み取れる9。 











 図表 3-8 は、各分類の事業費について、分析期間（18 年間）を通じての平均値と標準偏
差を求めたものである。グラフにおいては棒グラフが平均値を、エラーバーが標準偏差を、
それぞれ示している。 
 図表 3-9 は、国際化関連事業全体の中で、各分類の事業が占めるシェアについて、18
年間の平均値と標準偏差を求めたものである。「人材育成」と「国際交流」は、いずれも
30％前後の水準で安定して推移している。「多文化共生」は、平均値 11.2％に対して標準
偏差が 6.4％と大きくなっているが、これは 2000 年度以降にシェアが大幅に下がったため
である。「基盤整備」も、平均値 18.3％に対して標準偏差が 8.3％と大きくなっているが、




                                                  
9 ちなみに、日本の ODA 予算も 2000 年を境に減少傾向に入っている。 
 18




















































図表 3-6：群馬県の国際化関連事業 分類別事業費のシェア（％） 
45.1
18.7
26.5 24.3 26.9 22.7 22.0
















































































































































平均値 ¥175,164 ¥81,335 ¥199,125 ¥58,471 ¥108,442









































平均値 29.2% 11.2% 30.9% 9.5% 18.3%






































 また事業数については、1993 年度から一貫して 30 件前後という水準であったが、近年
ではその事業数も大幅に削減されているようである。総事業費や事業数の減少傾向につい
ては、長引く経済不況や地方の財政難といった事情が影響していると推察される。 
 次に、1 事業あたりの平均事業費について、2004 年度だけが極端に低いのは、先ほど挙
げた「外国語指導助手招致（高校）」が行なわれなかったことに起因している。その他の






  総事業費 事業数 平均値 最大値 最小値（0 以外） 分散 標準偏差
1993 175,645 28 6,273 79,319 88(88) 242396661 15569 
1994 144,165 29 4,971 31,455 0(159) 61845252 7864 
1995 229,428 30 7,648 85,058 0(159) 266931072 16338 
1996 244,716 34 7,198 84,473 0(65) 241554922 15542 
1997 251,058 33 7,608 84,473 0(168) 242887849 15585 
1998 244,864 31 7,899 84,723 0(113) 253922782 15935 
1999 218,282 30 7,276 88,366 0(35) 268812159 16395 
2000 217,543 26 8,367 88,787 0(35) 302524051 17393 
2001 213,938 32 6,686 88,328 0(35) 265468380 16293 
2002 207,383 37 5,605 101,966 0(18) 297132599 17238 
2003 189,997 37 5,135 100,245 0(39) 285671830 16902 
2004 53,376 33 1,617 15,647 0(14) 13326924 3651 
2005 143,934 29 4,963 42,534 0(10) 126418863 11244 
2006 116,707 21 5,557 85,122 0(10) 322949372 17971 
2007 125,156 18 6,953 104,591 0(23) 563677000 23742 
2008 133,386 19 7,020 110,664 0(13) 600102750 24497 
2009 119,685 14 8,549 108,928 0(11) 778536940 27902 




 続いて、事業費が最大の事業について確認していく。1994 年度と 2004 年度以外は全て
「外国語指導助手招致（高校）10」という事業が該当している。事業費はおおよそ 8000

















































 平均事業費に関しては、1994 年度から 1999 年度までの値が非常に大きくなっており、
上述の総事業費の影響を強く受けている。近年の平均事業費は縮小傾向にあり、おおよそ





  総事業費 事業数 平均値 最大値 最小値（0 以外） 分散 標準偏差
1993 9,676 5 1,935 4,360 800(800) 1570157 1253 
1994 160,188 13 12,322 125,000 0(500) 1082763180 32905 
1995 167,289 8 20,911 133,000 0(794) 1827084284 42744 
1996 143,475 12 11,956 110,000 0(80) 895223695 29920 
1997 142,481 10 14,248 110,000 0(210) 1042482580 32287 
1998 131,452 9 14,606 110,000 0(210) 1159385733 34050 
1999 271,867 7 38,838 242,000 0(1887) 6908253684 83116 
2000 37,965 6 6,328 23,698 0(1887) 71766139 8471 
2001 46,236 6 7,706 27,198 0(2000) 85676845 9256 
2002 58,274 7 8,325 28,698 0(541) 109963769 10486 
2003 46,101 4 11,525 28,000 0(394) 141591884 11899 
2004 42,410 6 7,068 28,000 0(177) 114473600 10699 
2005 41,172 17 2,422 27,000 0(86) 57595844 7589 
2006 76,094 13 5,853 59,022 0(50) 248705957 15770 
2007 25,447 15 1,696 12,000 0(50) 10899945 3302 
2008 15,156 19 798 6,209 0(98) 2811301 1677 
2009 14,146 14 1,010 6,223 0(31) 3637742 1907 
2010 34,609 17 2,036 8,145 0(223) 7973910 2824 
※事業費の単位は（千円） 
 
                                                  
13 1989 年の出入国管理法の改正以降、3 世までの日系ブラジル人を日本が無制限に受け入れるように
なり、群馬県の太田市や邑楽郡大泉町などの工場地帯が、期間工として彼らを積極的に受け入れている。 
 25
 個別事業費の最大値に関しては、1994 年度から 1999 年度までが圧倒的に大きく、1 億
1000 万円から 2 億 4200 万円の事業費が計上されている。先ほども述べた通り、この事業
の正体は「ローマ字併用表示、道路案内標識設置」である。翌年度以降はこの事業が行な
われていないことから推察するに、県内におけるローマ字標識の設置は 2000 年までにお
おむね終了したのであろう。1999 年度の事業費が 2 億 4200 万円と最大であることからし





 最小値については「外国人労働相談」や「議会活動」といった当初予算が 0 の事業が多
いが、他にも各種の啓発事業などが数万円から数十万円の規模で継続的に実施されている。 
 分散と標準偏差は、1994 年度から 1999 年度、2006 年度といった、規模の大きな事業
が存在している年度において、かなり大きな値を示している。 
























の振れ幅が大きくなっている。700 万円台から 900 万円台の年度が最も多い。 
 
                                                  
14 1999 年度（平成 11 年度）の「ローマ字併用表示、道路案内標識設置」の事業費については、「群馬






  総事業費 事業数 平均値 最大値 最小値（0 以外） 分散 標準偏差
1993 106,533 22 4,842 30,000 0(300) 55757408 7467 
1994 266,092 31 8,584 65,556 0(100) 246726293 15708 
1995 242,435 26 9,324 69,965 0(424) 272599421 16511 
1996 341,807 35 9,766 83,811 0(424) 296241167 17212 
1997 287,318 30 9,577 81,072 0(138) 282082971 16795 
1998 450,176 28 16,078 210,000 0(360) 1689860643 41108 
1999 253,154 26 9,737 84,317 0(420) 304957220 17463 
2000 190,868 27 7,069 79,320 0(276) 260274921 16133 
2001 197,745 26 7,606 67,985 0(250) 215773244 14689 
2002 179,382 24 7,474 87,258 0(87) 339707501 18431 
2003 135,270 12 11,273 82,019 0(488) 546044857 23368 
2004 137,744 17 8,103 66,400 0(100) 272115903 16496 
2005 193,688 20 9,684 65,000 0(100) 378615793 19458 
2006 120,640 18 6,702 57,839 0(50) 210922468 14523 
2007 142,632 21 6,792 67,568 0(43) 232789152 15257 
2008 81,801 23 3,557 30,000 0(40) 61064449 7814 
2009 57,896 18 3,216 47,000 0(28) 113162289 10638 





ティバル支援」、1998 年が「第 7 回世界室内陸上競技選手権前橋大会開催費補助」、2005

















                                                  











  総事業費 事業数 平均値 最大値 最小値（0 以外） 分散 標準偏差
1993 62,363 9 6,929 43,802 0(80) 178045075 13343 
1994 58,649 10 5,865 51,508 0(50) 234037718 15298 
1995 59,299 10 5,930 52,332 0(50) 242323749 15567 
1996 113,431 16 7,089 51,360 0(50) 245638245 15673 
1997 67,872 16 4,242 50,588 0(50) 145823852 12076 
1998 86,162 15 5,744 49,375 0(50) 172999501 13153 
1999 92,704 16 5,794 45,043 0(50) 145587297 12066 
2000 89,253 11 8,114 41,868 0(120) 232984329 15264 
2001 74,198 10 7,420 35,617 0(122) 175425617 13245 
2002 71,295 14 5,093 31,642 0(119) 109301093 10455 
2003 58,289 16 3,643 24,737 0(79) 56032751 7486 
2004 43,630 27 1,616 24,436 0(94) 22668936 4761 
2005 38,782 20 1,939 23,973 0(92) 28618527 5350 
2006 33,637 17 1,979 26,276 0(94) 37756254 6145 
2007 36,002 14 2,572 26,263 0(71) 47258401 6874 
2008 31,082 11 2,826 22,446 0(3) 43570587 6601 
2009 23,618 10 2,362 16,911 0(3) 26893063 5186 







連携強化方策についても検討していく」とされている。図表 3-14 がそのデータである。 




 事業数は 10 件前後から緩やかな減少傾向にあったが、最新年度には倍増している。 





  総事業費 事業数 平均値 最大値 最小値（0 以外） 分散 標準偏差
1993 5,366 2 2,683 3,866 1500(1500) 1399489 1183 
1994 139,236 10 13,924 84,446 666(666) 604841331 24594 
1995 145,339 9 16,149 92,412 500(500) 795377732 28202 
1996 143,863 9 15,985 90,430 627(627) 765818514 27673 
1997 167,640 10 16,764 94,396 665(665) 750051229 27387 
1998 161,579 9 17,953 94,666 490(490) 805874856 28388 
1999 154,878 7 22,125 102,263 650(650) 1146742259 33864 
2000 51,775 7 7,396 29,000 609(609) 83423854 9134 
2001 22,819 6 3,803 7,290 591(591) 6654261 2580 
2002 74,001 7 10,572 59,579 0(2400) 403526947 20088 
2003 90,027 7 12,861 81,208 0(200) 780967705 27946 
2004 106,362 7 15,195 70,204 160(160) 565048659 23771 
2005 120,338 7 17,191 81,219 0(136) 751246479 27409 
2006 122,097 7 17,442 85,510 0(102) 838492558 28957 
2007 124,177 8 15,522 81,560 0(92) 696571450 26393 
2008 100,067 5 20,013 80,081 0(83) 961284392 31005 
2009 106,641 6 17,774 82,813 0(83) 895349487 29922 




 最大の事業については、1993 年度は「姉妹州県交流県人会訪問事業18」、1994 年度から
1999 年度までは「外国人登録事務19」、2004 年度は「（財）自治体国際化協会負担金20」、
2001 年度は「インターネット情報発信」、2002 年度以降は「群馬県パスポートセンターの
運営」となっている。「外国人登録事務」は 8400 万円から 1 億円規模、「群馬県パスポー


























































 人材育成 ：事業費は緩やかな減少傾向にある。 
 多文化共生：事業費は 2000 年度以降、大幅に減少21。 
 国際交流 ：事業費は減少傾向にある。 
 国際協力 ：事業費は急激な減少傾向にある。 















                                                  

































るかについては、第 8 章において改めて検討する。 
 
 
                                                  
24 本章においては、「群馬県が国際化関連事業を推進する目的の一つは、国際交流である」という結論
を得たが、そもそも「国際交流」の目的は何か、という疑問は依然として残っている。この課題について
は、最後の第 8 章において改めて検討する。 
 32
















 「国際協力」だけを特別に取り上げる理由は、日本政府が実施している ODA に極めて
近い性質の事業が多数含まれているからである。ODA に関する統計は、各国のデータに










業」とは、政府が実施している ODA に準ずる事業のことである。 







     
       
国際協力活動の普及、啓発 
   
国際協力活動の推進 
   
    
県民の特性を生かした協力の推進
      
     
世界の平和と繁栄に協力 
    
     
地球環境問題の普及、啓発 
   
地域規模の課題への取組 
  
















                                                  


















1993 0 62,363 0 0 62,363
1994 921 57,108 0 620 58,649
1995 247 58,432 0 620 59,299
1996 437 66,534 45,840 620 113,431
1997 907 65,505 840 620 67,872
1998 519 84,183 840 620 86,162
1999 877 80,397 10,840 590 92,704
2000 675 88,038 0 540 89,253
2001 661 73,237 0 300 74,198
2002 658 69,949 0 688 71,295
2003 265 57,437 0 587 58,289
2004 242 42,685 0 703 43,630
2005 218 37,973 0 591 38,782
2006 94 32,959 0 584 33,637
2007 153 35,362 0 487 36,002
2008 127 30,398 0 557 31,082
2009 126 23,133 0 359 23,618






 図表 4-3 は「世界の平和と繁栄に協力」の総事業費の推移を示した棒グラフである。つ
まりこれは、群馬県における「広義の国際協力事業」の推移である。1996 年度だけが極
端に大きな値になっていることが分かる。 
 次に図表 4-4 は、「県民の特性を生かした協力の推進」の事業費と、「その他」の事業を
分けてグラフにしたものである。つまり、グラフの青い部分が「狭義の国際協力事業」に
該当する。このグラフによると、群馬県における「狭義の国際協力事業」の事業費は、2000




















































































































 「県民の特性を生かした協力の推進」の事業数は、図表 4-5 に示した通りである。2004
年度に事業数が急増しているが、それ以外の年度はおおよそ 10 件前後で推移している。













































































                                                  
26 必然的に「単年事業」は全て「新規事業」であり、「単年・既存」という項目は存在しない。 
27 継続的でなくとも、複数年度における実施実績があれば「複数年事業」に分類した。例えば 2000 年





  単年・新規 複数年・新規 複数年・既存 合計 
1993 2 4 2 8 
1994 0 1 5 6 
1995 1 0 5 6 
1996 0 4 5 9 
1997 0 1 9 10 
1998 0 3 6 9 
1999 0 0 9 9 
2000 0 0 7 7 
2001 0 1 6 7 
2002 0 1 8 9 
2003 2 1 9 12 
2004 12 4 6 22 
2005 4 1 10 15 
2006 2 1 8 11 
2007 1 1 7 9 
2008 1 0 4 5 
2009 0 2 3 5 












 図表 4-7 は、実施期間の長い事業のランキングである。開始年が不明の事業や継続中の
事業もあるが、いずれにせよ長期間にわたる事業の数はさほど多くない。群馬県の国際協





事業名前 開始年度 終了年度 継続年数 
県費留学生・海外技術研修員受入事業 1965 2005 41 年
国際協力事業団への職員派遣 1990 2007 18 年
国際協力事業団専門家派遣・青年海外協力隊派遣 不明 2007 13 年以上
アジア農業高校留学生受入事業 1998 継続中 13 年










  総事業費 事業数 平均値 最大値 最小値 標準偏差 
1993 62,363 8 7,795 43,802 0  13,343  
1994 57,108 6 9,518 51,508 0  18,885  
1995 58,432 6 9,739 52,332 0  19,173  
1996 66,534 9 7,393 51,360 0  15,693  
1997 65,505 10 6,551 50,588 0  14,801  
1998 84,183 9 9,354 49,375 0  15,991  
1999 80,397 9 8,933 45,043 0  15,081  
2000 88,038 7 12,577 41,868 0  17,645  
2001 73,237 7 10,462 35,617 0  14,824  
2002 69,949 9 7,772 31,642 0  11,847  
2003 57,437 12 4,786 24,737 0  8,336  
2004 42,685 22 1,940 24,436 0  5,220  
2005 37,973 15 2,532 23,973 0  6,062  
2006 32,959 11 2,996 26,276 0  7,175  
2007 35,362 9 3,929 26,263 0  8,267  
2008 30,398 5 6,080 22,446 0  8,743  
2009 23,133 5 4,627 16,911 0  6,597  





 最大の事業は図表 4-8 に別途示した通り、1993 年度から 2002 年度までが「県費留学生・
海外技術研修員受入事業」、2003 年度から 2010 年度が「アジア農業高校留学生交流事業」
である。双方とも途上国の人材を受け入れ、技術や学問を習得させる、いわゆる「技術協
力」であり、群馬県における国際協力の「主力事業」と見て良い。ただし事業費に関して
は、1990 年代には 5000 万円前後の規模であったのが、近年は 1000 万円台へと大きく下
落している。 
 図表 4-7 に戻って、近年における事業費の標準偏差はかなり顕著な縮小傾向にある。こ
の原因は主に 2 点ある。平均値を大きく上回る「大規模事業」の規模縮小と、平均値を下






                                                  




  県費留学生・海外技術研修員受入事業 アジア農業高校留学生交流事業 
1993 43802 なし 
1994 51508 なし 
1995 52332 なし 
1996 51360 なし 































  行政一般 農業一般 林業･森林保全 水産 電力 職業訓練 その他 不明 合計 
1993   421     7,900 54,042     62,363
1994         5,600 51,508     57,108
1995         6,100 52,332     58,432
1996 3,814       6,000 51,360 4,360 1,000 66,534
1997 3,937 1,966     6,000 50,588 2,064 950 65,505
1998   24,578     6,000 49,536 3,181 888 84,183
1999   26,373     6,000 45,219 2,002 803 80,397
2000   38,670     6,000 41,868 1,500   88,038
2001   31,620     6,000 35,617     73,237
2002 3,236 29,071     6,000 31,642     69,949
2003 2,418 27,930     6,000 21,089     57,437
2004   32,385     6,000 4,300     42,685
2005   35,728       2,245     37,973
2006   29,348 3,000 611         32,959
2007   27,413 7,949           35,362
2008   22,449 7,949           30,398
2009   16,914 6,219           23,133
2010   11,691             11,691
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図表 4-11：日本の技術協力のセクター別実績 2009 年（暦年） 
 
分野 金額 シェア 
教育 54,692,366 18.14% 
農林水産業 22,035,182 7.31% 
鉱・工業産業 12,593,403 4.18% 
その他社会インフラおよびサービス 10,363,886 3.44% 
保健 10,025,344 3.33% 
上下水道 9,906,574 3.29% 
輸送および貯蔵 7,822,948 2.60% 
政府と市民社会 7,114,066 2.36% 
環境保護一般 4,718,084 1.57% 
エネルギー 3,995,174 1.33% 
人口政策および生殖保健 3,388,230 1.12% 
商業およびその他サービス 3,352,692 1.11% 
その他マルチセクター 3,161,911 1.05% 
通信 2,567,124 0.85% 
貿易および観光 2,462,382 0.82% 
銀行および金融サービス 1,425,245 0.47% 
 
※『2010 年版 政府開発援助（ODA）白書』より、筆者が作成。単位は（千円） 
※白書に掲載されているデータは単位がドルであったが、「財務省貿易統計」で公開され
ている 2009 年の年間平均レート（1 ドル：93.52 円）を掛け合わせて、日本円に換算した。 






                                                 














 JICA に関しては、2004 年度までは、群馬県の発電課の職員が JICA へ毎年派遣されて
いる。2006 年度以降は、JICA の「草の根技術協力事業」に協力する形で、森林保全のた
めの技術協力を行なっている。 























































1993   832  562     2161   140   7167         43802 7700   62363  
1994                   51508       100   5500   57108  
1995                     52332     100   6000   58432  
1996     3814               51360   4360     6000 1000 66534  
1997     2064 3937         1966    50588         6000 950 65505  
1998 6145 6154  6154 7744   29 59 1627     49375     9   6000 888 84183  
1999 7268 7268  6600 6600   75 14 710     45043 7   7   6000 803 80397  
2000 7734 7734  8484 7734 7734 750         41868         6000   88038  
2001 6324 6324  6324 6324 6324           35617         6000   73237  
2002 5814 5814  9050 5814 5814           31642         6000   69949  
2003 4947 8140  7365 4947 4947           21089         6000   57437  
2004 5778 9272  5778 5778 5778                   4300 6000   42685  
2005 5869 12250  5869 5869 5869                   2245     37973  
2006 5870 5870  5870 5870 5870 611       3000               32959  
2007 5483 5483  5483 5483 5483                     7949   35362  
2008 4490 4490  4490 4490 4490                     7949   30398  
2009 4229 4229  4229 4229                       6219   23133  
2010 2923 2923  2923 2923                           11691  
 
※四捨五入の都合で、国別の金額と合計額とが一部一致しない場合がある。 




図表 4-13：日本の技術協力の国別実績 2009 年（暦年） 
 
順位 国または地域名 地域 実績 シェア 
1 中国 東アジア 26,468,966 8.86% 
2 インドネシア 東アジア 8,242,853 2.76% 
3 ベトナム 東アジア 8,065,165 2.70% 
4 ※韓国 東アジア 6,003,049 2.01% 
5 フィリピン 東アジア 4,564,711 1.53% 
6 タイ 東アジア 4,517,016 1.51% 
7 カンボジア 東アジア 4,502,053 1.51% 
8 バングラデシュ 南アジア 2,922,500 0.98% 
9 ラオス 東アジア 2,797,183 0.94% 
10 アフガニスタン 中東 2,702,728 0.90% 
11 インド 東アジア 2,615,754 0.88% 
12 マレーシア 東アジア 2,340,806 0.78% 
13 ケニア アフリカ 2,320,231 0.78% 
14 ウガンダ アフリカ 2,266,925 0.76% 
15 ミャンマー 東アジア 2,222,970 0.74% 
16 ブラジル 中南米 2,215,489 0.74% 
17 スリランカ 南アジア 2,193,979 0.73% 
18 タンザニア アフリカ 2,171,534 0.73% 
19 エジプト アフリカ 2,127,580 0.71% 
20 ネパール 南アジア 1,913,419 0.64% 
21 ザンビア アフリカ 1,910,614 0.64% 
22 ガーナ アフリカ 1,858,242 0.62% 
23 モンゴル 東アジア 1,675,878 0.56% 
24 セネガル アフリカ 1,644,082 0.55% 
25 エチオピア アフリカ 1,587,970 0.53% 
26 マラウイ アフリカ 1,573,006 0.53% 
27 パラグアイ 中南米 1,520,635 0.51% 
28 ボリビア 中南米 1,509,413 0.51% 
29 パキスタン 南アジア 1,460,782 0.49% 
30 [パレスチナ自治区] 中東 1,316,762 0.44% 
 
※『2010 年版 政府開発援助（ODA）白書』より、筆者が作成。単位は（千円） 
※卒業国（※）向けを含む。また、[ ]内は地域名を示す。 
※白書に掲載されているデータは単位がドルであったが、「財務省貿易統計」で公開され
ている 2009 年の年間平均レート（1 ドル：93.52 円）を掛け合わせて、日本円に換算した。 
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図表 4-14：群馬県の海外姉妹友好提携状況（2010 年 3 月現在） 
 
(県)市町村  姉妹友好提携先市町村名  提携年月日











イタリア共和国ピエモンテ州ビエラ県ビエラ市  1963/10/12桐生市  
アメリカ合衆国ジョージア州コロンバス市  1978/4/25






沼田市  ドイツ連邦共和国バイエルン州フュッセン市  1995/9/29







藤岡市  中華人民共和国江蘇省江陰市  2000/4/28
富岡市  オーストラリア・アルバニー市  2001/2/1
安中市  カナダ・ブリティッシュコロンビア州キンバリー市  2005/12/16
上野村  台湾・苗栗県卓蘭鎮  1989/10/28
イタリア共和国トスカーナ州フィレンツェ県チェルタルド市  1983/10/20甘楽町  
中華人民共和国黒龍江省哈爾濱市  1991/8/29





チェコ共和国ウエスト ボヘミア州カルロビヴァリィ市  1992/5/20
チェコ共和国ウヘルスキー・ブロッド町 1995/11/3みなかみ町 
アメリカ合衆国テキサス州ハンツヴィル市 1991/4/18
大泉町  ブラジル連邦共和国サンパウロ州グアラチンゲター市  1992/10/15
 











表 4-1 のような 4 つの領域からなる。このうち、事業費の大部分を占めるのが「県民の特
性を生かした協力の推進」であり、その内容は ODA に準ずる「技術協力」と呼ぶにふさ
わしいものである。自治体においても、国と同様の国際協力事業が実施されているのだ。 




































第 5 章 神奈川県との比較 
5.1 都道府県ごとの比較を行なう意義 
 この章では、地方自治体の国際化関連事業や国際協力事業に関して、群馬県と神奈川県




































































  国際化関連 国際協力 国際化関連 国際協力 
1993 389,509 62,363     
1994 769,796 57,108     
1995 867,190 58,432     
1996 1,006,387 66,534     
1997 932,423 65,505     
1998 1,078,086 84,183     
1999 993,095 80,397     
2000 587,404 88,038     
2001 556,770 73,237     
2002 593,198 69,949     
2003 519,684 57,437     
2004 383,522 42,685     
2005 537,914 37,973     
2006 469,175 32,959 2,209,905 153,589 
2007 453,414 35,362 2,346,859 148,531 
2008 361,492 30,398 2,960,639 163,647 
2009 321,986 23,133 2,640,949 144,520 













































  人口 一般会計予算 人口 一般会計予算 
2006 2,020,643 797,327,500 8,829,837 1,694,075,000  
2007 2,016,173 808,010,150 8,880,062 1,671,586,000  
2008 2,012,275 653,731,000 8,917,182 1,743,288,000  
2009 2,007,019 661,073,000 8,943,114 1,724,712,000  




※「平成 22 年度国勢調査」「群馬県統計年鑑」「各県の財政情報 HP」をもとに筆者が作成。 










  国際化関連 国際協力 国際化関連 国際協力 
2006 232 16 250 17 
2007 225 18 264 17 
2008 180 15 332 18 
2009 160 12 295 16 








  国際化関連 国際協力 国際化関連 国際協力 
2006 0.0588% 0.0041% 0.1304% 0.0091% 
2007 0.0561% 0.0044% 0.1404% 0.0089% 
2008 0.0553% 0.0046% 0.1698% 0.0094% 
2009 0.0487% 0.0035% 0.1531% 0.0084% 

















 人的資源一般 高等教育 職業訓練 社会福祉 貿易 その他 合計 
2006 5,746 49,282 81,783 1,770 104,813 16,278 259,672
2007 5,681 51,338 79,830 1,616 110,624 11,425 260,514
2008 3,513 51,338 78,108 1,616 114,100 30,711 279,386
2009 3,267 51,305 74,154 1,016 108,901 16,049 254,692









                                                  
35 「人材資源一般」「高等教育」「職業訓練」は、いずれも OECD/DAC 分類において、広い意味での「教
育・訓練」に含まれる。 
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 中国 マレーシア インド アジア 機関 不明 合計 
2006 28,470 8,782   18,600 103,173 109,429 268,454 
2007 27,800 13,358 4,000 18,000 102,703 108,011 273,872 
2008 46,006 13,458 2,650 18,000 108,609 104,121 292,844 
2009 29,726 12,415 875 14,000 106,170 103,921 267,107 





の 4 団体が含まれている。 
※このデータには、本論文で言うところの「国際協力事業」の他にも、「ODA に入る可能
性を少しでも有する事業」が含まれている。稲益（2011）では、その事業のことを「疑似














連事業」が 200～300 円くらい、「国際協力事業」は 15 円前後である。仮にこれが全国の
都道府県に共通の傾向であり、日本の総人口を 1 億 3000 万人とすると、全国都道府県に
おける国際化関連事業費の合計額は 260 億円から 390 億円、同じく国際協力事業費の合計
額は約 20 億円前後であると試算できる。 
 一方で、これらの事業費が一般会計予算に占める割合で見ると、群馬県と神奈川県との
間には明確な隔たりが存在する。神奈川県は群馬県に比べて、一般会計予算に占めるシェ





























                                                  
































説明変数：X1 県内 GDP（名目） 
     X2 県内 GDP 成長率（実質） 
     X3 県債発行額（臨財債39を除く、対歳入総額比） 
     X4 自主財源比率 
     X5 県債残高（対歳入総額比） 
     X6 公債費（対歳出総額比） 
     X7 一般会計予算 
     X8 群馬県の人口 
     X9 外国人登録者数 
     X10 日本の ODA 予算（純額） 
 
国際化関連事業費 t ＝ α + β1・GDPt + β2・GDP 成長率 t + β3・県債発行額比率 t 
+ β4・自主財源比率 t + β5・県債残高比率 t + β6・公債費比率 t 
+ β7・一般会計予算 t + β8・群馬県人口 t  + β9・外国人数 t 
+ β10・日本の ODA t + εt 
＊t ＝ 1993,…… ,2010 









日本や DAC 諸国の ODA に関しては、これまでに様々な実証研究がなされてきた。 
 ODA に関する実証研究は、主に２つのパターンが存在する。1 つ目は、ODA 金額を説
明変数とするものである。被説明変数として対象国の GDP 成長率や、自国との貿易額な
どを想定し、主に ODA の効果測定などを行う。2 つ目は、ODA 金額を被説明変数とする
ものである。説明変数として様々な指標を用いて、ODA の決定要因を探る。 
 後者のパターンの先行研究として、例えば大村（2009）があげられる。この研究では、
「ODA に関する国際目標が、もっぱらドナー国の ODA 支出と GDP との関係に注目して
いることの妥当性に関して過去のデータに基づいて検証」している。被説明変数として
DAC 諸国の「ODA 純支出」、説明変数として「GDP（名目）」「GDP 成長率（実質）」「政















X1 県内 GDP（名目） 











 X6 公債費（対歳出総額比） 
 
6.4.2 変数間の相関係数 
 X1～X10 の変数に関して、変数同士の相関係数を求めたものが図表 6-2 である。相関係
数の強さに応じて、表を色分けしてある。 
 「国際化関連事業費」との関係については、「県内 GDP 成長率」「自主財源比率」「群馬
































国際化関連事業費 1.000                     
県内 GDP 0.803 1.000                   
県内 GDP 成長率 0.308 0.466 1.000                 
県債発行額比率 0.803 0.586 -0.088 1.000               
自主財源比率 -0.286 0.032 -0.023 -0.547 1.000             
県債残高比率 -0.495 -0.463 -0.189 -0.522 0.246 1.000           
公債費比率 -0.809 -0.748 -0.213 -0.769 0.161 0.735 1.000         
一般会計予算 0.529 0.820 0.332 0.315 0.209 -0.078 -0.404 1.000       
群馬県の人口 0.085 0.316 0.170 -0.059 0.178 0.519 0.251 0.721 1.000     
外国人登録者数 -0.586 -0.471 -0.156 -0.677 0.479 0.959 0.736 -0.058 0.479 1.000   



















番号 変数 相関係数 
1 県内 GDP 公債費比率 -0.748  
2 県内 GDP 一般会計予算 0.820  
3 県債発行額比率 公債費比率 -0.769  
4 県債発行額比率 日本の ODA 予算 0.749  
5 県債残高比率 公債費比率 0.735  
6 県債残高比率 外国人登録者数 0.959  
7 県債残高比率 日本の ODA 予算 -0.833  
8 公債費比率 外国人登録者数 0.736  
9 公債費比率 日本の ODA 予算 -0.734  
10 一般会計予算 群馬県の人口 0.721  
11 外国人登録者数 日本の ODA 予算 -0.920  
 




を除外することにした。これによって、同時に 10 番のケースも解消される。 














 さて、「県債発行額」「公債費比率」「一般会計予算」を除外することで、4 番と 11 番以
外のケースは解消することが出来た。4 番における相関係数の高さは、「偶然」もたらされ
たものであると思われる。近年における群馬県の県債発行額は減少傾向にあるが、それと






 結局のところ、今回の重回帰分析で用いる説明変数は、下記の 7 つである。 
 
県内 GDP（名目） 
      県内 GDP 成長率（実質） 
     県債発行額（臨財債を除く、対歳入総額比） 
      自主財源比率 
     群馬県の人口 
       外国人登録者数 
       日本の ODA 予算（純額） 
 
6.6 重回帰分析 





国際化関連事業費 ＝ －3206024 + 0.00045 県内 GDP + 4097809 県債発行額比率 
（-3.697） （3.677）     （3.675） 
 
R2 ＝ 0.8131 補正 R2 ＝ 0.7882 
s ＝ 113514 DW ＝ 1.958 
 
※有意水準は 1% 
※R2 は決定係数を、補正 R2 は自由度調整済決定係数を表している。また s は標準誤差、
DW はダービン＝ワトソン統計量である。 
※（）内の数値は、各推定値の t 値である。 
※回帰モデルの F 検定は有意である。また、系列相関は否定される。 
※各推定値の t 値は絶対値が十分に大きく、すべて有意である。 
 
 
 例えば県内 GDP が 1000 億円増加すると、群馬県の国際化関連事業費は 4500 万円増加
することになる。県内の経済状況が上向くほど国際化関連の支出が増加するというのは、
理にかなっているように思われる。 




                                                  
40 説明変数が 1 つも含まれないモデルからスタートして、変数を順次加えていく方式。有意性が最も高








双方から見て、「県内 GDP」「県債発行額比率」の 2 変数モデルが最も適当であると考え
られた。 
 
国際化関連事業費 ＝ －3206024 + 0.00045 県内 GDP + 4097809 県債発行額比率 
 






































                                                 
第 7 章 群馬県の国際協力事業費の決定要因に関する回帰分析 
7.1 分析モデルの構築 






説明変数：X1 県内 GDP（名目） 
     X2 県内 GDP 成長率（実質） 
     X3 県債発行額（臨財債を除く、対歳入総額比） 
     X4 自主財源比率 
     X5 県債残高（対歳入総額比） 
     X6 公債費（対歳出総額比） 
     X7 一般会計予算 
     X8 群馬県の人口 
     X9 外国人登録者数 
     X10 日本の ODA 予算（純額） 
     X11 日本の技術協力予算 
 
国際化関連事業費 t ＝ α + β1・GDPt + β2・GDP 成長率 t + β3・県債発行額比率 t 
+ β4・自主財源比率 t + β5・県債残高比率 t + β6・公債費比率 t 
+ β7・一般会計予算 t + β8・群馬県人口 t  + β9・外国人数 t 
+ β10・日本の ODA t + β11・日本の技術協力 t + εt 
＊t ＝ 1993,…… ,2010 
 










 もちろん、サンプル数が 18 年分しかない中で、これらの 11 変数を全て含めたモデルを
考えることはしない。そこで、実際に分析に用いる説明変数の絞り込みを行なう。 





 結局のところ、今回の重回帰分析で用いる説明変数は、下記の 7 つである。 
 
県内 GDP（名目） 
      県内 GDP 成長率（実質） 
     県債発行額（臨財債を除く、対歳入総額比） 
      自主財源比率 
     群馬県の人口 
       外国人登録者数 
       日本の技術協力予算 
 
7.3 重回帰分析 
 変数増加法で、説明変数の F 値（ｔ値の二乗）が 2 以上のものに関して、F 値が高い順




国際協力事業費 ＝ －366036 + 0.000040 県内 GDP + 0.000336 日本の技術協力予算 
（-4.451） （3.160）     （2.917） 
 
R2 ＝ 0.7275 補正 R2 ＝ 0.6911 
s ＝ 12254 DW ＝ 0.8912 
 
※有意水準は 5% 
※R2 は決定係数を、補正 R2 は自由度調整済決定係数を表している。また s は標準誤差、
DW はダービン＝ワトソン統計量である。 
※（）内の数値は、各推定値の t 値である。 
※回帰モデルの F 検定は有意である。 
※正の系列相関が発生している。 
※各推定値の t 値は絶対値が十分に大きく、すべて有意である。 
 
 
 例えば県内 GDP が 1000 億円増加すると、群馬県の国際協力事業費は 400 万円増加す
ることになる。また、日本の技術協力予算が 100 億円増加すると、群馬県の国際協力事業
費は 336 万円増加することになる。なお、「県内 GDP」の回帰係数に関しては有意水準 1%
でも有意である。 










その F 値（t 値の二乗）が 2 以上の場合に説明変数として採用する。その後、既にモデル
に含まれている変数のうち、F 値が 2 を下回るものがあればそれを除外することになる。
その結果を示したものが、図表 7-1 である。 
 図表 7-1 における変数選択の過程を少し説明する。まず 1 回目の変数選択では、F 値が
最も大きい「県内 GDP」が説明変数として採用され、2 回目の変数選択では、同様に F
値が最大の「日本の技術協力予算」が採用された。しかしながら、3 回目の変数選択では、
F 値が最大の「一般会計予算」を採用したところ、既にモデルに含まれている「県内 GDP」
のＦ値が 2 を下回ってしまった。そこで、「県内 GDP」を取り除いたモデルを考えると、
「日本の技術協力予算」「一般会計予算」は共に、F 値が十分に大きな値となった。 
 このような方法で変数の採用・除外を繰り返していった結果、変数選択は 7 回目で終了
した。モデルの決定係数や、各回帰係数の t 値、系列相関の有無などから判断して、「6 回





 ＝ －214593 + 0.000247 一般会計予算 － 1.3547 外国人登録者数 




係数の t 値も大きく、たとえ有意水準 1％という厳しい基準で見ても、その値は有意であ
る。このモデルによると、例えば「一般会計予算」が 100 億円増えると、県の国際協力支




























回帰係数     0.000266 -1.5041 732374 353844 -129373 2.2844  
7 回目 
ｔ値     9.76 -4.92 4.07 4.09 -1.80 
0.9294 
未決定 
回帰係数     0.000247 -1.3547 796008 428048   1.9639  B 
ｔ値     9.08 -4.26 4.17 5.20   
0.9173 
なし 




ｔ値   0.00 7.74 -3.92 3.72 2.44   
0.9104 
未決定 
回帰係数   0.000285 0.000220 -1.6771 524017     2.0038  
5 回目 
ｔ値   3.71 6.26 -4.47 2.44     
0.8762 
なし 
回帰係数   0.000247 0.000183 -0.9984       1.4335  
4 回目 
ｔ値   2.82 4.95 -3.40       
0.8323 
未決定 
回帰係数   0.000361 0.000166         0.8130  B 
ｔ値   3.42 3.47         
0.7145 
正の系列相関 




ｔ値 0.99 2.95 1.49         
0.7142 
正の系列相関 
回帰係数 0.000040 0.000336           0.8912  
2 回目 
ｔ値 3.16 2.92           
0.6911 
正の系列相関 
回帰係数 0.000060             0.8655  
1 回目 




※補正 R2 とは、自由度調整済決定係数のことである。 
※回帰モデルの F 検定は、すべて有意である。 













 ＝ －214593 + 0.000247 一般会計予算 － 1.3547 外国人登録者数 
 + 796008 公債費比率 + 428048 県債発行額比率 
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小分類 事業名 当初予算 
近隣諸国との交流促進 内閣府東南アジア青年の船事業受入 0













   


















































   
関係団体とのネットワーク強化 海外移住家族連絡活動事業 83











 平成 12 年基準48のデータを用いた。1996～2009 年度は確報値、2010 年度は速報値。
1995 年度以前は平成 12 年基準のデータが存在しないため、内閣府の県民経済計算より平











②県内 GDP 成長率（実質） 
 平成 12 年基準のデータを用いた。1996～2009 年度は確報値、2010 年度は速報値。1995

























                                                  
48 GDP の名目値は、産業連関表などの各種基礎統計を元に算出されている。「平成 12 年基準」の名目
































































⑩日本の ODA 予算（純額） 














































1993 389,509 7,482,293,339 -0.65% 10.24% 47.80% 56.68% 10.52% 701,102,000 1999956 22827 1,712,700,000
1994 769,796 7,671,713,242 2.07% 10.80% 47.00% 60.53% 10.23% 746,041,994 2007162 24776 1,730,900,000
1995 867,190 7,795,520,738 2.39% 14.11% 46.30% 69.09% 7.17% 765,555,000 2003540 27200 1,766,500,000
1996 1,006,387 7,919,252,069 1.33% 14.01% 46.90% 77.61% 8.20% 794,248,000 2011046 29475 1,521,000,000
1997 932,423 8,019,314,235 0.79% 15.17% 47.50% 87.43% 8.77% 813,587,356 2017588 32997 1,676,600,000
1998 1,078,086 7,912,167,176 -0.69% 14.54% 50.60% 87.55% 9.15% 842,971,484 2024818 34062 1,389,100,000
1999 993,095 7,986,323,504 3.48% 12.59% 47.60% 92.62% 9.88% 864,889,510 2029569 35835 1,545,200,000
2000 587,404 7,902,154,689 0.86% 11.13% 48.00% 99.41% 10.66% 859,141,000 2024852 38570 1,511,500,000
2001 556,770 7,541,791,524 -3.34% 10.41% 48.30% 103.24% 11.14% 837,997,021 2030663 41327 1,450,000,000
2002 593,198 7,545,373,372 2.06% 11.21% 46.70% 107.48% 11.67% 816,043,894 2032435 41818 1,277,300,000
2003 519,684 7,692,624,694 3.94% 8.70% 48.90% 108.99% 11.94% 797,049,869 2033962 43470 1,157,000,000
2004 383,522 7,531,600,860 0.07% 7.74% 52.80% 108.23% 12.04% 793,596,000 2027362 45375 1,060,700,000
2005 537,914 7,551,673,129 2.13% 6.72% 55.30% 106.66% 11.83% 796,841,430 2024135 45126 1,007,800,000
2006 469,175 7,675,558,536 3.13% 5.60% 59.60% 102.68% 11.16% 797,327,500 2020643 45766 1,136,400,000
2007 453,414 7,643,074,528 0.91% 5.99% 66.00% 100.08% 10.62% 808,010,150 2016173 46878 890,300,000
2008 361,492 7,162,660,505 -4.91% 9.27% 53.70% 121.13% 12.82% 653,731,000 2012275 47985 935,000,000
2009 321,986 7,042,778,192 -2.18% 9.58% 44.40% 110.63% 11.95% 661,073,000 2007019 44906 1,076,400,000









第 7 章での回帰分析に用いた変数の説明 
 
①日本の技術協力予算 
 『政府開発援助（ODA）白書』に掲載されている、「政府開発援助事業予算[政府全体]」
のうち、技術協力に割り当てられている部分のデータを用いた。この数値には、JICA の
事業費も含まれている。具体的なデータは、下記の通りである。 
 
外務省『政府開発援助（ODA）白書』 
 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo.html 
 
 
 
  日本の技術協力予算
1993 311,500,000
1994 334,000,000
1995 355,800,000
1996 376,200,000
1997 388,100,000
1998 376,000,000
1999 379,400,000
2000 379,500,000
2001 377,600,000
2002 360,200,000
2003 334,100,000
2004 313,400,000
2005 310,400,000
2006 301,500,000
2007 298,400,000
2008 325,300,000
2009 344,000,000
2010 325,800,000
 
※単位は（千円） 
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